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論文内容の要旨
一寸
水道水等を介して感染し激しい下痢や腹痛を引き起こす水系寄牛.虫Crッptosporidiumによる集団感染が
問題になっている。 Cryptosporidiumのオーシストは塩素による殺滅が困難なため、本研究では塩素に代
わる消毒剤としてオゾンに着目し、主にオゾンを用いたCηptosporidiumの不活化処理について検討した。
まず、第l章で研究の凶的と位置づけを述べた。第2章では消毒剤としてのオゾンの効果を評価するた
めに寄生虫の活性評価干法について検討した。 CryplOsporidiumでは感染性を評価する動物感染試験が行
われているが、既存の方法は労力や経費がかかるのが難点であるため、新しい方法を提案した。また、簡
便な生育活性の試験として脱嚢試験や染色試験ならびにATP(リン常化合物)測定試験を合わせて行い、
感染試験の結果と比較した。それらより、本子法による動物感染試験の有効性をボすとともに、簡便試験
として脱嚢試験が適用しやすいことを示した。
次に、第3章では純水中におけるCr')似 osporidiumの不活化実験を行い、溶存オゾン濃度や曝露時間と
いった処理条件や、オゾンに紫外線(UV)や過酸化水素を併用するなと‘の処理方法について検討した。そ
の結果、オゾンはCryptosporidiumの不活化に有効なことを確認し、溶存オゾン濃度と曝露時聞の積であ
るCl値が大きいほど不活化率は大きいことを見いだした。また、オゾンのみを用いて処理を行うよりもuv
を併用したほうが不活化効果は大きくなり、 uvの照射時聞が長いほど不活化の効果は大きくなることを示
した。
さらに、第4章では環境水の処理を恕定し、水中の共存物質の存在がCryptosporidium不活化に及ぼす
影響について検討した。共存物として溶解性有機物のフミン酸を用い、フミン酸の濃度、オーシスト活性
および処理水中の溶存オゾン濃度の続時変化を調べた。その結果、曝露時間の経過とともにオゾンにより
フミン酸が分解され、その後溶存オゾン濃度が上昇し始め、同時にCryptosporidiumオーシストの不滑化
反応が進むことを見いだした。
第5章では、オゾンによるCryptosporidium不‘活化の反応機構を調べるため、拡張SBHモデルを用いた
数値シミュレーションを行い、不活化処理条件とその効果および共存物の影響について調べた。結果とし
てCryptosporidiumオーシストの不活化反応を一次反応式で表し、数値シミュレーションによって、実験
結果を再現した。また、共存するフミン般の濃度に応じて必要なオゾン処碍のCt値を算出した。
最後に、第6章では第2草ー から第5章で得られた結論をまとめた。
論文審査の結果の要旨
水道水中のCryptosporidiumによる集同感染が恐れられ、その効呆的な不活化処問の導入が求められて
いる。現{f、浄水場での滅菌処理は、国内外を問わず塩素によるものが主流であるが、 Cryptos1Joridium
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のオーシストに対しては場素処理は有効でないことがわかっている。他の方法にはオゾン処理があり、国
内では滅菌効果のほか、脱色、脱臭などの高度処理を問的に数十都市の浄水場で処理が行われているが、
Cryptosporidiumに対する効果は明確にはされていない。また、処理結果を判定する簡便で、確実な試験方
法が確立されていないこともCryptosporidium対策が進んで-いない a因である。
そこで、本論文の著者は、まず‘Cryptosporidiumのー不活化の度合いを評価する動物感染試験の方法を提
案している。それは、マウスを使い、排附されたCryptosporidiumのオーシスト数を経目的に計測するも
ので、解剖を伴う従来の方法に比べてマウスの必要数を114-3/4に減少させている。また、各種の簡易試
験について検討し、動物感染試験の結果と巌も相関性の高い結果を示した脱嚢試験が、 Cryptosporidium
の場合の簡易試験として適していることを明らかにしている。
次に、それらの方法を用いて純水巾におけるCηptosporidiumの不活化実験を行い、オゾン処理が
Cryptosporidiumの不活化に効果があること、その不活化の度合いはオゾンの濃度と暴露時間の積 (Ct値)
とともに大きくなること、オゾンに紫外線を併用すると処理効巣がさらに増大することを明らかにしてい
る。
また、環境水の処理を想定して行ったフミン酸含有水中における不活化実験において、オゾンによりフ
ミン酸が分解した後、 Cryptosporidiumの不活化が進むことがわかった。これより、オゾンによる不活化
処理は、フミン椴のような溶解性有機物を含む場合でも有効で、浄水場での適用が口j能なことを推論して
いる。
さらに、 Cゅ'Ptosporidiumの不活化の度合いとオゾン処理条件、特にCt{直との関係について動力学的検
討を行い、その関係が推算可能であることを明らかにしている。
以上のとおり、木論文は、これまで不明確であったオゾンによるCrツpωsporidiumの不活化処理効果を
明らかにし、より安全な飲料水を提供する浄水処理技術の開発に有用な知見を示しており、水処原T_学の
発展に寄与するところが大きい。よって、本論文の著者は、博士(工学)の学位を授与される資格がある
ものと認める。
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